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資料２ 

令和７年度の男女共同参画に関する主な取組について 

 

１ 基本的考え方 

   「山口県男女共同参画推進条例」及び「第５次山口県男女共同参画基本計画（令和３年３

月策定）」に基づき、「男女共同参画社会の実現」を目指し、諸施策を県民、市町、関係機

関・団体、事業者と連携して、総合的に展開する。 

   また、女性管理職・事業者等への支援や情報発信の強化、女性が働き続けられる環境づく

りに向けた取組等の促進により、女性が輝く地域社会の実現を図る。 

 

２ 令和７年度主要事業 

基本目標Ⅰ 男女が共に活躍できる地域社会づくり 

重点項目１ あらゆる分野における政策・方針決定過程への女性の参画拡大 

重点項目２ 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和 

重点項目３ 地域における男女共同参画の推進 
 

① 女性の活躍応援事業 【男女共同参画課】                3,713千円 

事業者・大学・市町・関係団体と連携した啓発活動や情報発信により、女性の活躍を促進

する。 

◆「やまぐち女性活躍応援団」による女性の活躍促進 

県、経済５団体、大学リーグやまぐち、市長会、町村会の産学公の各代表者で構

成する「やまぐち女性活躍応援団」による取組の普及・拡大 

○地域シンポジウム開催（下関市）による地域の女性活躍の加速化 

○トップのメッセージ発信や好事例の共有による普及 

 

◆「輝き女性サポーター」による相談支援 

女性管理職登用促進に向け、女性管理職のロールモデルとなる「輝き女性サポーター」

（県認定）の派遣による面談等、県内事業所の女性管理職等への相談支援を実施する。 

 

◆やまぐち女性の活躍推進事業者宣言制度 

女性活躍推進法に基づく行動計画を策定した企業等に対して、 

広報等による支援を行う。 

 

② 男女共同参画パワーアップ事業 【男女共同参画課】           3,548千円 

◆やまぐち男女共同参画推進事業者認証事業 

男女共同参画に向けた自主的な活動に積極的に取り組む事業者や団体などを「やま

ぐち男女共同参画推進事業者」として認証し、その活動を支援する。 

 



- 2 - 
 

 ③ 拡 若者との共創による県内企業魅力向上事業 【労働政策課】          84,700千円 

若者の視点を取り入れた企業の魅力向上に向けた取組により、県内企業の魅力向上を

支援する。 

○企業魅力向上セミナーを開催し、希望に応じて専門家による個別相談を実施 

○奨学金返還支援制度を創設した企業に対して奨励金を支給 

○若者主体の企画・運営による若者の新たな視点での企業紹介イベントの実施 

○県内企業に定着するための魅力向上策を若手社員の視点からとりまとめ、経営者に

提言する機会の創出 

④ 未来につなぐやまぐち共育て応援事業 【労働政策課】             177,425千円 

育児休業の取得促進や共育てしやすい職場環境づくりに取り組む企業等を支援すると

ともに、共育てを支えるサービスの創出を支援する。 

○育児休業の取得促進 

○共育て職場環境づくりの支援 

○共育てをサポートするサービスの創出を支援 

⑤ 「新しい働き方」導入支援事業 【労働政策課】                  75,357千円 

     「働き方改革」の実現に向け、時間や場所にとらわれない多様な働き方やデジタル技術

の活用により可能となる働き方など「新しい働き方」の導入等を支援する。 

・「新しい働き方」導入支援ワークショップ及び伴走支援の実施 

・やまぐち働き方改革支援センターによる企業・従業員の取組支援 

・やまぐち働き方改革推進会議による普及広報活動 

・男性の育児参画促進重点啓発 

・男性の育児休業取得促進 

・休み方改革の普及啓発 

⑥ 新 やまぐち女性の就業応援事業 【労働政策課】                 32,152千円 

未就業の女性の多様なニーズに応じた就業機会の創出やお試し就業の実施、企業に対 

して働きやすい職場環境整備等への支援を行い、女性の希望に応じた就業を促進する。 

○女性の時間的制約に応じた雇用の創出、就業意欲の喚起・マッチング 

○お試し就業（見学、業務体験）の実施 

○「女性活躍促進施設整備補助金」による職場環境整備の支援 

⑦ 子育て女性等の活躍応援事業 【労働政策課】               52,374千円 

 働く意欲のある子育て女性等を対象に、職業訓練を通じて職業能力の開発・向上を図るこ 

とで、再就職を促進する。 

○職業訓練の実施 

 ・託児サービスを付加した委託訓練 

 ・離職者等再就職訓練の定員に母子家庭の母等を設定 
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⑧ 女性デジタル人材育成事業 【産業人材課】                  35,833千円 

未就業等の女性に対し、プログラミング等のデジタルスキルを習得する講座やインターン

シップを実施し、女性の就業や待遇改善を支援する。 

○「やまぐち女性デジタル人材育成コンソーシアム」の運営 

○プログラマー養成講座の実施 

○コンソーシアム参画企業等と連携した就業支援 

 

⑨ スタートアップ創出促進資金（中小企業制度融資）【経営金融課】   [融資枠] 25億円 

スタートアップ時に直面する資金調達の困難さの解消を図るため、創業・再挑戦に必要 

な成長資金を融通し、新たな分野への挑戦を後押しするとともに、地域経済の活性化や地 

域雇用の確保を図る。   ※一定の要件を満たした場合、借入時の経営者保証が不要 

 

⑩ 拡県内創業・事業承継促進事業 【経営金融課】             152,993千円 

多様な創業や円滑な事業承継を促進するための一体的な環境整備の推進により、本県経

済の持続的な成長と雇用の場の創出を図る。 

○創業と事業承継の一体的支援の推進 

・創業・事業承継総合サポートセンターの運営 

・商工会議所等による創業・事業承継支援の取組強化 

○円滑な事業承継の促進 

・後継者育成支援プログラムの実施 

・経営課題診断の実施 

・中小Ｍ＆Ａアドバイザーの派遣 

・自社株評価による事業承継促進 

○多様な創業の実現に向けた支援 

・創業支援情報の効果的な発信 

・創業支援金・移住創業支援金の支給 

・創業支援コーディネータの配置 

・女性起業家創出成長支援 

・社会起業家育成支援 

 

⑪ 地域子ども・子育て支援事業 【こども政策課・こども家庭課】    2,365,260千円 

子育て家庭のニーズに応じた、延長保育、放課後児童クラブ等の地域の子育て支援を推

進する。 

 

⑫ やまぐち子育て応援第２子以降保育料無償化事業  【こども政策課】   940,966千円 

所得制限や同時入所要件を設けず、第２子以降の子どもがいる世帯における保育料の無 

償化を実施する。 
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 ⑬ 拡保育の担い手全力サポート事業 【こども政策課】               153,379千円 

    県内及び県外保育士養成施設の学生を対象とした返還免除要件のある無利子貸付事業 

に、新たに就職準備金のみの貸付及び高校生向け内定制度を創設し、保育の担い手の新規 

開拓を行う。 

 

⑭ 新合格応援！保育士試験対策重点支援事業  【こども政策課】       8,000千円 

保育人材の確保及び保育の質の向上を図るため、保育士試験により保育士資格の取得を目 

指す者に対して試験対策に係る支援を実施する。 

 

⑮ みんなで子育て応援推進事業 【こども政策課】                 17,004千円 

社会全体で子どもや子育て家庭を支える環境づくりに向けて、「やまぐち子育て連盟」

を中心とした県民総参加による子育て県民運動を推進する。 

 

⑯ 拡ヤングケアラー相談支援体制整備事業 【こども家庭課】            6,600千円 

ヤングケアラーを早期に把握し、適切な支援につなげるため、支援人材の育成や専門相 

談窓口の整備等の取組を実施する。 

 

⑰ 建設産業活性化推進事業 【監理課】                   16,786千円 

若者や女性の県内建設産業への入職・定着の促進を図るため、建設産業の魅力発信や就

業マッチングの支援等に取り組む。 

 

 ⑱ 建設産業就労環境改善支援事業 【監理課】                            13,985千円 

    建設産業に特化した新たな働き方の取組推進により担い手の確保及び若年者の離職防 

止を図り、持続可能な建設産業の構築を支援する。 

 

⑲  きららでキラリ！県民活動促進事業 【県民生活課】                  10,400千円 

        県民一人ひとりがキラリ！と輝き活躍できるよう、山口きらら博記念公園でのイベン

トの開催を通じて、県民活動の魅力発信や参加機会の提供等を行い、団体の活動を活発

化させるとともに、誰もがいきいきと県民活動に参加できる環境づくりを促進する。 

 

⑳ 農林漁業女子ステキ・スタイル応援事業 【農林水産政策課】       20,345千円 

経営発展に向けた実践活動に取り組む「やまぐち農林漁業ステキ女子」を育成し、農林

漁業の働き方改革やステキ女子を応援する体制づくりを促進するなど、女性の活躍場面を

多様に創出することで“女性が働きたくなる農林漁業”の実現をめざす。 

 

㉑ 拡地域防災力充実強化事業 【防災危機管理課】                7,534千円 

住民の避難行動が自発的に行われるための体制づくりと防災意識の底上げに取り組む

とともに、女性に配慮した避難所運営を推進する。 

○地域の避難体制の構築 

○地域住民による避難所運営の推進、避難所運営ガイドラインの見直し 
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○ＡＲ・ＶＲ機器等を活用した体験型防災啓発 

○避難カードを活用した防災教育 

○自主防災組織の育成・充実 

 

㉒ 新避難所環境改善推進事業 【防災危機管理課】             114,012千円 

避難所における良好な生活環境を早期に確保するため、必要な資機材を整備するととも

に、新たに避難所運営検討部会を設置し女性等の多様な視点を取り入れた広域避難所の整

備を推進する。 

○テント式パーティション・簡易ベッド等の防災資機材の整備 

○避難所運営検討部会の設置 

○広域避難所運営計画の作成 

 

㉓ 明日のやまぐちを創る！高校生就職支援事業 【高校教育課】         58,280千円 

 新規高校卒業者を取り巻く雇用情報を踏まえ、「ガイダンスの充実」と「マッチングの 

即進」に重点をおき、関係部局等と連携しながら、１年時から生徒一人ひとりに寄り添っ 

た組織的できめ細かな就職支援を推進し、就職を希望する生徒の進路実現を図る。 

 

 

基本目標Ⅱ 男女共同参画社会づくりに向けた意識の改革 

重点項目４ 男女共同参画の推進に向けた意識の改革 

重点項目５ 男女共同参画の視点に立った教育・学習の推進 

 

① 男女共同参画パワーアップ事業 【男女共同参画課】          3,548千円 

男女共同参画の一層の促進を図るため、社会情勢等を踏まえた効果的な普及啓発や男女

共同参画推進事業者の認証等により、県民、県民活動団体、事業者等の取組を促進する。 

◆パワーアップセミナーの開催 

県民の男女共同参画に対する意識の一層の醸成と理解促進を図るため、男女共同参

画に関する新たなテーマ（固定的性別役割分担意識の解消等）に関するセミナーの開

催等を行う。 

 

◆男女共同参画推進月間事業 

男女共同参画に関する県民意識の醸成と取組の促進に向け、推進月間である 10月

に、県民等を対象とした普及啓発活動を効果的に実施する。 

○ポスターコンテストの実施 

男女共同参画に関する絵画を広く募集し、最優秀作品を月間ポスターやチラシの

デザインとして使用する。 

○ポスター・チラシの作成 

月間ポスター、チラシを作成し、一般県民・市町・関係団体等に配布する。 
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② 新共家事・共育児行動変革促進事業【男女共同参画課】            6,426千円 

男女がともに仕事と家庭の責任を分かち合い、共家事・共育児が当たり前になる社会の 

実現に向け、一層の啓発を図る。 

◆ＳＮＳ等を活用した共家事・共育児への行動変革を図るための動画を配信する。 

  

 ③ＬＧＢＴ等理解増進事業 【男女共同参画課】               2,109千円 

    ＬＧＢＴ理解増進法に基づく、性の多様性に関する理解増進施策を実施し、性の多様性 

   を認め合い、誰もが安心して暮らせる地域社会づくりを推進する。 

〇パートナーシップ宣誓制度の実施 

〇職場での配慮などをまとめた事業所向けハンドブックを配布 

〇弁護士による専門相談（法律）を定期的に開催 

〇県・市町の職員や相談員等を対象とした養成研修の実施 

〇居場所づくりとして、カフェ型相談会を定期的に開催 

〇性の多様性に関するリーフレットの配布等 

 

④ 地域連携教育再加速化事業 【地域連携教育推進課】           65,046千円 

地域・社会との新たな協働体制を構築するとともに、子どもが主体となって地域の人と

と人をつなぐことを通じて、山口県の地域連携教育を再加速化し、子どもたちの地域の大

人とのつながりや、ふるさとへの誇りと愛着を創出する。 

○地域協育ネットの仕組みを生かしながら、学校・学科の特色や専門性に応じて広く社

会と連携して取り組む「やまぐち型社会連携教育」の推進 

○子どもが主体となり、地域の人と人をつなげ、子どもも大人も学び合う活動を行う「子

どもが地域の先生プロジェクト」の推進 

○地域連携教育の再加速に向けた取組の成果を発表し、小・中・高校生と地域・社会の

大人との交流を行う「地域連携教育再加速フォーラム」を開催 

 

⑤ 地域教育力日本一推進事業 【地域連携教育推進課】           43,084千円 

学校・家庭・地域が連携・協働し、社会総がかりで子どもたちの学びや育ちを見守

り、支援する本県ならではの地域連携教育の一層の充実に向けた取組を推進する。 

○「家庭教育アドバイザー養成講座」、「家庭教育アドバイザーステップアップ講座」 

を開催し、家庭教育支援員の増員、資質の向上を図り、子育てに関する不安や悩みの 

減少、学校・家庭・地域が連携した家庭教育支援を展開 

○地域協育ネット協議会と地域学校協働活動推進員等を核に、広範囲での人材活用や多

様な取組を展開 

 

⑥ ＰＴＡと連携した家庭教育支援 【地域連携教育推進課】            94千円 

保護者の縦と横のつながりをつくり、就学前から学齢期を通した継続的な家庭教育支援

の推進体制を構築する。 

○ＰＴＡ家庭教育リーダー研修会の開催 
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 ⑦ 人権教育調査研究事業 【人権教育課】                 1,486千円 

小・中・高等学校等の人権教育に関する事例の内容、活用等についての調査研究や、様々

な人権課題に関する研修講座等への指導者派遣による、より専門性の高い指導者の養成等

を行う。 

 

⑧ 新休み方改革・ライフデザイン推進ファンド事業  【こども政策課】    5,000千円 

平日に親子で参加できるイベント等の開催を促進することで「こどもや子育てにやさし 

い休み方改革」の気運醸成を図るとともに、学校内子育てひろばの開設を推進することで 

中高生のライフデザイン形成を支援する。 

 

基本目標Ⅲ 男女が健康で、安心・安全に暮らせる社会づくり 

重点項目６ 男女間における暴力の根絶 

 

① 配偶者暴力等（ＤＶ）対策事業 【男女共同参画課】            5,981千円 

配偶者等からの暴力（ＤＶ）のない社会の実現に向けて、「第５次山口県配偶者暴力等

対策基本計画（令和３年３月策定）」に基づき、ＤＶの防止に係る普及啓発を行うととも

に、市町、関係機関、民間支援団体等と連携・協働して、被害者からの相談、保護、自立

支援等の充実・強化を図る。 

項  目 内  容 

普及啓発 
○配偶者等暴力防止運動期間(11/12～25)におけるＤＶ防止や 

相談窓口周知のための啓発活動 

相談対応 ○男女共同参画相談センターにおける電話・面接相談の実施 

被害者の保護 
○男女共同参画相談センター、民間シェルター等における保護 

○ＤＶ被害者等が同伴する子どもへの心理的ケアなどの支援 

被害者の自立支援 
○関係者研修の実施 

○被害者の自立に向けた生活・就業支援等 

連携・協働の推進 
○各市町の配偶者暴力相談窓口へのアドバイザーの派遣 

〇民間シェルターの先進的な取組実施に要する経費の補助 

② 性暴力被害者支援事業 【男女共同参画課】                5,952千円 

やまぐち性暴力被害者支援システム「あさがお」（24時間 365日の運用体制）により、

被害直後からの総合的な支援（相談、産婦人科医療、カウンセリング、法律相談等）を行

うとともに、若年層を中心とした啓発に取り組む。 

○相談支援員による電話・面接相談、病院等への同行支援等 

○医療、カウンセリング、法律相談の支援の提供及び費用負担 

○証拠物の採取・保管 

○性暴力被害者支援に係る周知広報 

・中学生・高校生向け啓発資料等を活用した性暴力被害の未然防止及び相談窓口の周知 
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③ つながるやまぐちＳＮＳ相談事業 【こども家庭課】            29,424千円 

児童虐待、ＤＶなどの問題の深刻化を未然に防止するため、子どもや子育て等に関する相 

談、子ども本人からの相談に専門職員が 24時間・365日、ワンストップで対応するＳＮＳ 

相談体制を整備する。 

 

④ 子どもの虐待対策強化事業 【こども家庭課】                  50,955千円 

  すべての子どもが健やかに育つ地域社会の実現を目指し、児童虐待の発生予防から早期発 

見・早期対応、その後の保護・自立支援に至るまでの一連の対策の更なる強化等を図る。 

 

 

⑤ 拡子どもの虐待対策体制強化事業 【こども家庭課】               11,679千円 

    児童相談所等専門職員のキャリアアップ研修や関係機関との分野別研修、連携強化研 

修を実施し、児童虐待対策に携わる職員の資質向上や関係機関の連携強化を図る。 

 

⑥ 犯罪被害者等を支えるまちづくり推進事業 【県民生活課】          2,975千円 

犯罪被害者やその家族又は遺族に対する経済的な支援をはじめ、県民に広く犯罪被害者

等支援の必要性や二次的被害の防止に関する広報啓発活動を行い、犯罪被害者等の権利利

益の保護と県民が安心して暮らすことのできる地域社会の実現に取り組む。 

 

⑦ ストーカー事案の加害者に対する精神医学的治療制度 【人身安全・少年課】  227千円 

つきまとい行為等を繰り返すストーカー加害者に対し、精神科医等への受診を勧奨する

とともに、警察官による当該加害者への対応要領等について、精神科医等から助言を得て

対応する。 

 

 ⑧ ストーカー加害者に対する治療等に係る有用性教示の原則化 【人身安全・少年課】 

   ストーカー加害者には、被害者への強い支配意識や執着心等の特徴があり、これらを取り 

除くためには、専門家による精神医学的・心理学的に基づくカウンセリング又は治療が有効 

的な手段になり得ると考えられることから、ストーカー行為等の規制等に関する法律に基づ 

く禁止命令等の措置を講じた加害者全員に対し、地域精神科医療機関等における治療等の有 

用性を教示することにより、事態の沈静化に配意した対応を執るとともに、被害者の真の安 

全安心を確保する。 

 

重点項目７ 生涯を通じた男女の健康の支援 

重点項目８ みんなが安心して暮らせる社会づくり 

 

① 新母子保健の充実によるウェルビーイング向上事業【こども政策課】     24,000千円 

安心して出産・育児ができる体制を構築するとともに、若い世代の男女がより健康で充 

実した人生を送れるよう普及・啓発を行い、子どもや子育て世帯のウェルビーイングの向 

上を図る。 
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② 切れ目のない妊娠・出産・子育て支援推進事業 【こども政策課】     102,359千円 

安心して妊娠・出産・育児ができる環境づくりを進めるため、不妊・不育症への支援、

若い世代への健康支援対策、妊産婦等を地域で切れ目なく支える「やまぐち版ネウボラ」

の推進等、妊娠前から子育て期にわたる切れ目ない支援の取組を推進する。 

 

③ 訪問看護提供体制推進事業 【医療政策課】                   12,000千円 

地域における訪問看護提供体制の安定化と推進を図るため、訪問看護総合支援センター

を設置し、訪問看護ステーションの活動を支援する。 

 

④ 新脳卒中・心臓病等総合支援事業 【健康増進課】               5,174千円 

   循環器病患者を中心とした包括的な支援体制を構築するため、専門的な知識を有し、

地域の情報提供等の中心的な役割を担う「脳卒中・心臓病等総合支援センター」と連携

し、県民への普及啓発や保健医療関係者等を対象とした研修会の開催など、循環器病対

策に係る取組を総合的に推進する。 

 

 ⑤ 健康やまぐち食環境整備推進事業 【健康増進課】              7,000千円 

     健康に関心の薄い者でも自然に健康になれる環境等を整備し、健康寿命を延伸させる 

   ため、中食・外食関係事業者への支援や働く世代や次世代への働きかけを実施する。 

 

⑥ 地域こどもの居場所づくり体制強化事業 【こども家庭課】        33,079千円 

    子どもの視点に立った多様な「子どもの居場所づくり」の推進に向けた市町の体制整備

や民間団体等の取組を支援する。 

 

⑦ 新こどもまんなか育成支援活動プラットフォーム形成事業 【こども家庭課】13,000千円 

    子育て支援機関による連携基盤を形成し、子どものニーズに対応した多様な体験機会の

創出を支援する。 

 

⑧ 社会的養護のこども権利擁護環境整備事業 【こども家庭課】           10,000千円 

    社会的養護を必要とするこどもの権利擁護の強化に向け、一時保護や施設入所等の措置、

施設入所中の処遇等に対して、こどもが意見等表明する機会を確保し、こどもの権利が守

られる体制の整備を推進する。 

 

⑨ 女性自立サポート事業 【男女共同参画課】               24,330千円 

多様化・複雑化する様々な困難な問題を抱える女性に対し、関係機関や民間団体と協働

しながら、その問題の背景や、心身の状況等に応じた最適な支援を行い、女性が安心かつ

自立して暮らせる地域社会づくりを推進する。 

■相談・自立等支援 

○相談支援 

・ＳＮＳ・メール・電話による相談、リモートカウンセリング、面接相談の実施 
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○アウトリーチ型支援 

・当事者の自宅等、希望する場所での訪問面談の実施 

・関係機関への同行支援 

・ハローワークでの相談会の実施 

・繁華街等における困難女性を支援するための夜間見回りの実施 

○居場所づくり 

・カフェ型相談会を開き、相談対応や談話ができる場所を提供 

・宿泊場所の提供 

 〇同伴児への学習支援 

  ・相談支援員による同伴次児への学習支援、心理的サポート 

○自立支援 

  ・ステップハウス（自立に向けた準備を行う施設）の運営 

  ・自立後も定期的な心理的ケアを実施 

○被害回復支援・アフターケア 

・相談支援員によるカウンセリング（心理的ケア）の実施 

・定期的なアフターケア（心理的ケア）の実施 

■支援調整会議 

 ○関係機関、民間団体、国や市町等で構成する会議を運営 

  ・横断的な連携・協働の下、効果的な支援を展開 

 

 ⑩ 地域共生社会推進事業 【厚政課】                          135,481千円 

    年齢や性別、障害の有無等に関わりなく、地域の誰もが自分らしく活躍し、共に支え合 

いながら、安心して暮らし続けられる地域共生社会の実現に向けた取組を推進する。 

 

⑪ 生涯現役社会づくり推進加速化事業 【長寿社会課】                     28,475千円 

県版「ねんりんピック」を開催するとともに、社会参加を促す呼びかけや情報提供等を

行う「生涯現役社会づくり推進サポーター」を養成することにより、「生涯現役社会づく

り」の推進を加速化する。 

○「生涯現役社会づくり推進サポーター」の養成 

○県版「ねんりんピック」の開催 

○生涯現役推進センターの運営 

 

⑫ 地域支援担い手育成加速化事業 【長寿社会課】                          9,688千円 

老人クラブを核として、生活支援サービス等の担い手育成を促進する。 

 

⑬ あいサポート運動推進事業 【障害者支援課】                            4,287千円 

障害者がいきいきと活躍できる地域社会の実現を図るため、誰もが障害に対する理解を 

深め、配慮を実践する「あいサポート運動」を推進する。 
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⑭ 拡シニア就業促進事業 【労働政策課】                                  9,293千円 

未就業のシニアの潜在能力や個性を生かす就業支援やお試し就業の実施により、シニア

の希望に応じた就業を促進する。 

 

⑮ 拡障害者雇用促進事業 【労働政策課】                                 49,141千円 

障害者雇用に係る事業主の理解及び関係機関の連携を促進するとともに、障害者の職

業訓練や就職面接会等を実施することにより、障害者の意欲と適性に応じた就労を支援

する。   

○事業主の理解促進（職場リーダーの養成等） 

○障害者就職面接会 

○障害者職業訓練 

○新規学卒障害者職業訓練 

○お試し就業 

 

 

【補足】 

 網掛けの事業は、主な「女性活躍関連事業」 


